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自己点検・評価（小項目別評価） 
 

 

自 令和７年４月 １日 

 

至 令和８年３月３１日  



Ⅰ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 

「知・徳・体」一体の全人教育の理念のもとで、専門・教養教育をはじめ、主体性や協働性を育むＥＱ教育、キャリア教育を融合した総合的な学びを提供するとともに、

Society5.0 やグローバル社会に向けた、新たな社会に求められる人材育成のために、情報教育や英語教育の強化を図る。そのために、学生の学修成果目標となる学位授

与の方針（ディプロマ・ポリシー）とその達成のための教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）を具体化・明確化する。また、教育全体の質保証を図る

ほか、地域に貢献できる高度な人材育成を進める。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 

評価 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育内容に関する目標を達成するための措置 

１ 

新学部・学科の設置に合わせて新たに策定した新Ｅ

Ｑ※１教育プログラムを実施し、変革の世界において

も、広い視野と豊かな教養を有し、地域、世界の成長

を牽引できる総合的人間力を備えた人材を育成す

る。具体的にはデザインシンキング・システムシンキ

ングを全学的に育成する教材の開発研究を行う。ま

た、「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム」

を着実に実施する。さらに、グローバル化社会におい

て求められるコミュニケーション能力やプレゼンテ

ーション能力を習得するために、在学４年間を通し

て実践的な英語力を向上させるためのカリキュラム

を強化拡充する。 

学生が主体的にＥＱ力を高められるよう、各授業で要求さ

れるＥＱ力の程度を可視化する「ＥＱ強度」を全授業で調

査し、ＬＭＳ等を通じて学生が利用できる体制を用意す

る。ＰＲＯＧテスト(コンピテンシー)の得点を高める取組

としては、よりＥＱ強度の高い授業の履修を促すために、

これまでの教養ゼミや履修ガイダンスに追加して、「キャ

リア形成活動Ⅰ・Ⅱ」などの大規模授業も活用していく。

また、「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム」

を着実に実施するとともに、自ら問題発見や課題設定を行

えるように、ロジカルシンキング、チーム学習、反転学習

などを取り入れた新授業方法の研究開発を行う。実践的な

英語力向上のためのカリキュラムの強化拡充策としては、

引き続き、英語力の習熟度別クラス編成による指導、オン

ライン学習教材や多読図書の活用、正規外の英語活動の実

施などの取組を進めるとともに、「実践英語（ＡＩ）」「実

践英語（数学）」の授業を準備する。 

●「ＥＱ強度」を可視化し、学生が自ら主体的に EQ 力を

高められる体制を構築した。また、ＰＲＯＧテスト(コン

ピテンシー)の結果分析に基づくＦＤ・ＳＤ研修を実施し、

ＥＱ力向上に向けた学生支援の在り方を全学で共有した。 

●令和 5 年度入学者(旧学部)の令和 7 年度実施分ＰＲＯ

Ｇテスト(コンピテンシー)の全学生平均スコアについて、

「コンピテンシー総合」で 1 年次の 3.20 から 3 年次の

3.07 となり、変化率は-4.1％であった。 

●「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム」を着

実に実施した。 

●令和 6 年度入学者の令和 7年度(2 年次)における CEFR 

B1 レベル以上の取得割合は、前期終了時点の 6％から後

期終了時点では 9.6％へと向上した。 

 

 

 

 

 

 

２ 



２ 

新学部・学科の設置に伴う新たなディプロマ・ポリシ

ー、カリキュラム・ポリシーや学生が卒業までに修得

すべき能力の到達度測定の方針（アセスメント・ポリ

シー）に基づき、教育とその効果の測定を実施する。

また、学習成果測定にあたっては、授業期間中に評価

して成長を支援する形成的評価の導入や、パフォー

マンス課題の設定とルーブリックの活用を通した定

性的な評価の普及を進め、教育の質保証を図る。これ

らの目標を達成するため、学修成果可視化のための

ＬＭＳを新規開発するとともに、ディプロマサプリ

メントに基づいた評価と支援の体制を確立する。 

令和６年度に導入した新規ＬＭＳの活用を進め、学修の到

達度測定と学習成果の可視化に取り組む。具体的には、汎

用ルーブリック等を活用した形成的評価の導入を行い、専

門科目を含む全科目において、ＬＭＳ上に学習評価の記録

と蓄積を行う。また、形成的評価については、学生や教員

間で共有し、データを分析するなどにより改善を図る。こ

れらの計画を推進するために、全教職員を対象としてＬＭ

Ｓ運用に関するＦＤ・ＳＤ研修を実施する。 

●新規 LMS 上の「ディプロマ・サプリメント」機能を活

用し、学生一人ひとりのディプロマ・ポリシーの達成度を

可視化した。 

●全科目の 50%において汎用ルーブリック等を活用した

形成的評価を導入した。 

●専門科目を含む全科⽬において、ＬＭＳ上に学習評価を

記録した。 

●形成的評価についてデータ分析を実施した。 

●学習成果の可視化に関する FD・SD として、LMS 運用

についての研修を実施した。 

３ 

３ 

地域の課題解決や価値創造に貢献できる人材を育成

するために、ＣＢＬを強化・拡充する。 

地域の課題解決や価値創造に貢献できる人材を育成する

ため、全学生が参加する地域共創型インターンシップや、

サービスラーニング、業界別地域キャリア教育などのＣＢ

Ｌの充実化を図る。また、長期インターンシップの受入先

の開拓を進める。 

●CBL の推進として、徳山商工会議所及び光市との契約

を継続するとともに、新たに下松市との契約を締結した。

地域連携の拡充により、CBL に関連する科目の連携先が

増加した。 

●全学生が参加する地域共創型インターンシップ、サービ

スラーニング、業界別地域キャリア教育等を確実に実施し

た。 

●企業交流会及び企業訪問の際に長期インターンシップ

の受入れに係る依頼を行い、受入先の開拓を進めた。 

 

３ 

 
  



中期目標 
学部・学科の新設及び改編を見据えた優秀な教員の確保や適正な教員配置を行うとともに、客観的な人事評価制度を確立する。 

また、幅広い教養を身につけた人材育成を行うための教育実施体制を整備する。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

(２)教育の実施体制に関する目標を達成するための措置 

４ 

新学部・学科の適切な運営を行うため、優秀な教員を

確保し、適正な教員配置を行うとともに、教員の学問

分野の特性に応じた柔軟な働き方を整備する。また、

毎期末に授業評価アンケートを実施し、教員の教育力

を定量的に評価、公開するとともに、教育、研究、社

会連携・地域貢献、業務運営における教員の活動状況

を、客観的な基準に基づき年度ごとに評価する。再任

用・昇格審査においてもこれを活用する。 

教員の学問分野の特性に応じた柔軟な働き方について、現

状把握を行った上で、適切なルールを整備する。また、教

育、研究、地域貢献等における教員の活動状況について、

各学科の特性を考慮した客観的な基準に基づく人事評価

制度（令和６年度導入）については、より客観的で公平な

制度となるよう適宜検討・見直しを進める。 

●適切なルールの整備のため、教員の働き方について現状

把握を実施し、状況と課題を確認の整理を実施し、働き方

と活動成果の関係性を分析した。 

●各学科の特性を考慮した教員人事評価制度（OKR）につ

いて、定量的に評価できる項目において評価を実施した。 

●再任用審査および昇格審査において、客観的な基準

（KPI）に基づく年度評価を適切に活用した。 

３ 

５ 

新学部・学科の設置に合わせて見直した全学教育プロ

グラムを適切に実施する。また、科目の特性により対

面・オンライン・オンデマンド・ハイフレックス等の

多様な方式で教育を提供することにより学生の学習

効率を高める。 

総合科目や一部の専門科目において、科目の特性に応じた

対面以外でのオンライン、オンデマンド、ハイフレックス

等の多様な方式で実施する授業を増やす。また、対面を原

則とする授業においても、希望者に対面以外の方式での受

講を認める科目を増やす取組を組織的に進める。学習効果

や効率について、教員間で共有し、必要に応じて教育方法

及び内容を改善する。 

●対面以外に、オンライン、オンデマンド、ハイフレック

ス等の多様な方式で実施する授業を増加させた。 

●対面を原則とする授業においても、オンデマンドやハイ

フレックス方式を取り入れた授業を複数実施し、受講形態

を選択できる科目数を拡大した。 

●学科単位で、科目の特徴、授業方法、学習効果及び効率

について共有を行い、適宜、授業方法の見直しを行った。 

３ 

 
  



 

中期目標 

入学者の受入方針（アドミッション・ポリシー）に基づいて、能力・意欲・適性を総合的に評価する入学試験を実施し、社会人や留学生など多様な学生の受入れを推進する。

また、学生が主体的に学び、課題発見・解決する能力の向上を教職協働により支援するほか、留学生を含めた多様な学生が安心安全な学生生活を送ることができるよう、経済

的支援、生活相談、メンタルサポートを含めた健康管理、地域と連携した進路支援の強化を図る。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 

評価 １ 教育に関する目標を達成するための措置 

(３)学生の受入れと支援に関する目標を達成するための措置 

６ 

新学部・学科の設置に伴い策定された新たなアドミッ

ション・ポリシーに基づき、高大接続を踏まえた個別

選抜入試や、留学生や社会人を対象とした特別入試を

実施する。 

令和５年度に創設した地域共創教育コンソーシアムを活

用し、周南圏域の教育機関と連携した教育プログラムを実

施する。周南圏域における高大接続入試については、令和

９年度導入に向けて、各学部学科の特性に合わせた定員配

分や出願要件等の検討を進めるとともに、高校での認知度

を高める。また、スポーツ健康科学科においては指定校推

薦入試の実施について検討を始める。 

●地域共創教育コンソーシアムを活用した教育プログラ

ムを実施した。 

●令和９年度に導入する高大接続入試について、オープン

キャンパスや高校での出前講座及びガイダンス等を通じ

て周知した。 

●留学生選抜入試及び社会人の特別選抜入試を着実に実

施した。 

●スポーツ健康科学科において、指定校推薦入試を実施し

た。 

３ 

７ 

教職協働による学生アドバイスの強化、保健室におけ

る健康相談及び臨床心理士によるカウンセリング機

会の充実、合理的配慮、経済的支援としての各種奨学

金制度の実施などを通して、学生への学修支援を充実

させる。 

教職協働による学生アドバイス、授業出席に係る合理的配

慮及び経済的支援としての各種奨学金給付など、引き続き

学生支援の充実を図る。また、学生の健康面に対する支援

として保健室での健康相談及び臨床心理士によるカウン

セリング機会の提供に加え、新たにスポーツ健康科学科所

属の医師を中心に、主として学内運動部に所属する学生の

ケガの予防、診断、治療のための「（仮称）スポーツ診療

所」の設置について検討を始める。その他、退学を申し出

る学生の理由などを分析し、支援策の改善及び強化を行う

ことで引き続き退学率の低下に努める。 

●教職協働により、学校生活や進路に関する支援体制の充

実を図った。 

●保健室における健康相談及び臨床心理士によるカウン

セリング機会の提供を行い、必要なカウンセラーの人数等

の分析について行った。 

●合理的配慮及び経済的支援として、各種奨学金の給付を

確実に実施した。 

●スポーツクリニックを開設した。 

●退学者について退学理由を分析し、学生支援策の改善・

強化につなげた。その結果、令和７年度の退学・除籍率は

前年同様 1.4%となった。 

 

４ 



８ 

学生の進路の可能性を広げるため、地域の企業やアン

トレプレナー等との交流機会を増やし、進路選択の幅

を広げるとともに、産学官連携の下、起業等も可能に

する支援体制を整備する。また、大学発ベンチャー企

業の創出、及び企業内でのイノベーションの創出に貢

献する人材の育成を進める。 

パートナー企業・基金協力企業との交流機会として、学部

ごとに企業研究会、企業説明会を実施し、１年生から就職

意識を向上させるとともに、就職活動の早期化に対応し

て、３年生からの就職対策を強化する。また、学生個々の

キャリア形成を支援する業界別地域キャリアアドバイザ

ーとして地域で実務に関わる実務家教員を活用し、業界に

必要とされる能力や素養の育成を進める。大学のＰＲにつ

ながる商品の開発を主としたアントレプレナーに関する

年間プロジェクトを継続し、アントレプレナーシップをも

った学生を養成する。 

●パートナー企業及び基金協力企業との交流機会として、

学部ごとに企業研究会や企業説明会を実施し、１年生から

の就職に対する意識を向上させる機会を創出した。また、

就職活動の早期化に対応するため、３年生を対象とした就

職対策を強化することを目的に、業界研究会を実施した。 

●大学のＰＲにつながる商品の開発を地元企業と連携し

て実施するとともに、アントレプレナーに関する年間プロ

ジェクトについて、成果品の完了及び活動報告を行い、ア

ントレプレナーシップを備えた学生の養成を進めた。 

●実就職率は 92.2％（令和８年 5 月 1 日時点）となった。 

 

３ 

９ 

学生会と協働し、学生が自主自律的な活動ができるよ

うに支援するとともに、大学との意見交換会の機会を

設けて学生の意見を反映した大学づくりを目指し、卒

業時における学生の満足度を高める。 

学生会による積極的な企画立案に対して助言を行い、その

活動を支援するとともに、学生との意見交換の場を設けて

学生の意見を直に聴取し、学生の要望にかなう大学づくり

を進める。以上の取組を引き続き実施することで、卒業時

における学生満足度の高数値を維持していく。 

●学生会の活動を支援するとともに、学生との意見交換の

場を設け、学生の意見を反映した大学づくりを進めた。 

●令和７年度に実施した卒業時の満足度調査において、

「満足」及び「おおむね満足」と回答した学生の合計は

93.7％となり、高水準を維持した。 

４ 

  



中期目標 
研究者の専門性に根差した研究の卓越性を強化し、地域や企業、行政機関等と幅広く連携・協働した課題解決型実践的研究を推進するとともに、多様な視点から研究を発展さ

せ新たな価値を創出する。また、適正な研究評価体制を構築し、研究水準の向上を図る。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 ２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置 

10 

研究力活性化のための分析、研究推進、研究進捗管理、

研究支援及び産学連携などの利活用等を図るととも

に、ＵＲＡを中心に、学内外での共同プロジェクト研

究の推進や次世代研究者の育成を図る。また、適正な

研究評価体制を構築し、研究水準の向上を図る。なお、

地域連携による課題解決型実践的研究の活性化のた

めに、各研究センターなどを活用し、地域の企業や行

政機関等と幅広く連携・協働し、地域の活性化のため

の研究を推進する。 

科学研究費の申請率向上及び獲得数増加への取組として、

学内研究助成プログラムの募集（４月）、科研費獲得に関

するＦＤ・ＳＤ研修(５月)、ＵＲＡによる科研費研究計画

書作成コーチング（６～９月）及び教員間アドバイザー制

度の実施などを行う。また、適正な研究評価体制を構築す

るため、教員個人のＫＰＩの一環として、研究側面におけ

るＫＰＩを整備する。産学連携活動においては、地域企業

や自治体等と様々な機会を活用し、共同研究等に関する情

報収集、情報提供を継続するとともに、新たな共同研究等

へとつながるマッチングを推進する。 

●ＦＤ・SD 研修やコーチングなど、科学研究費の申請率

向上及び採択件数の増加に向けた取組を実施した。 

●教員個人のＫＰＩの一環として、研究側面におけるＫＰ

Ｉを整備した。 

●企業との交流機会を活用して課題を発掘し、共同研究獲

得に向けた協議を行った。 
３ 

 
  



 

中期目標 
優れた研究力を持つ教員の確保や若手の教員を育成するとともに、研究力を向上させるための環境を整備する。 

また、学部・学科間や他大学をはじめとする外部機関との連携を促進する。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 

評価 ２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（２）研究の実施体制に関する目標を達成するための措置 

11 
優れた研究力を持つ教員の確保や若手教員の育成の

ため、テニュアトラック制を活用する。 

テニュアトラック制を実現するための基準、手続きについ

て適切なルールを整備する。 

●テニュアトラックに関係する教員の再任基準について

要綱案を作成した。 
３ 

12 

教員や学生をはじめとする利用者のニーズ調査や施

設・設備の利用状況等を踏まえた環境整備を計画的に

進めるとともに、研究施設・設備を含めた学内施設・

設備は学内外で共同利用を推進する。また、新学科の

設置に伴い、新たな学術情報基盤方針を立て、電子ジ

ャーナル・データベースの導入を含め、図書館機能を

充実させる。 

各センターや実習室などの利活用可能な学内施設・設備の

共同利用を推進し、利用状況の把握や教育効果の検証を行

う。研究力向上のため、「教員の研究実績データベース」

を整備するとともに、各学科における電子ジャーナルの使

用実態を把握し、利用者のニーズを整理する。また、デジ

タル面において、活用環境やマニュアル等を整備し、学生

の利用を促進する。学術情報基盤方針を見直すにあたって

は、改めて図書館の環境整備についての計画的推進方策を

立てる。 

●学科間連携による設備の共同利用を実施し、施設の利用

状況の把握及び教育の検証を行った。 

●研究力向上のため、「教員の研究実績データベース」を

整備した。 

電子ジャーナルの使用実態を把握し、利用状況に基づく検

討を行った。 

●学術情報基盤の整備に向けて図書館とも連携し、環境整

備についての計画的推進方策を策定した。 

３ 

13 

山口県内の高等教育機関との教育研究連携や地域貢

献推進、また、国内の大学をはじめとする教育研究機

関との連携を積極的に進め、教員や学生の交流を通し

た教育研究のプラットフォーム化及びグローバル化

を推進する。 

令和６年度に協定内容を見直した徳山工業高等専門学校

とは、教職員同士の連携による事業を新たに３件以上実施

する。令和６年度に連携協定を締結した叡啓大学（広島県）

とは、両大学の学生による相互交流を実施する。また、Ｍ

ＯＵ、ＭＯＡを締結している機関との研究交流会を開催す

る。 

●徳山工業高等専門学校と教職員間の連携により、新たに

５件の事業を実施した。 

●徳山工業高等専門学校とアカデミックアワーを実施し、

交流を図った。 

●叡啓大学との相互交流として、学生及び教員が「アント

レプレナーシップ実習ブートキャンプ」に参加した。 

３ 

 
  



 
Ⅱ 地域社会との連携・共創、地域貢献に関する目標を達成するための措置 
 

中期目標 

地域における「知の拠点」として、大学が有する知的、人的、物的資源を活用し、地域の政策課題解決に向けたシンクタンク機能を充実するとともに、地域共創センターを中

心として産業界や地域社会の抱える課題の解決や新たな価値を創出するための共創パートナーとしての機能を充実する。 

また、社会人をはじめとした幅広い世代がリカレント教育や生涯を通じた学びを行うことができる環境を整備する。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

１ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

14 

自治体へのシンクタンク機能を発揮するために、主に

山口県東部の自治体との連携協定を締結し、共有され

た課題に対して、大学が有する知的、人的、物的資源

を活用し、ニーズオリエンティドな解決を図る。 

既に包括連携協定を締結している自治体との連携及び協

力事項の強化を図るとともに、山口県東部の自治体との新

たな連携を進める。 

●田布施町との包括連携協定を締結した。 

●周南市及び協定自治体（計４市）と第１回連携推進会議

を開催し、連携の強化を図った。 
３ 

15 

幅広い年代層の地域住民や在留外国人等すべての人

が学び続けられるリカレント教育体制を構築するた

めに、地域のニーズに即したエクステンション事業と

して、教養講座や資格取得を目指した講座を開設す

る。また、デジタルトランスフォーメーションに関す

るプログラム等を中心に、地域の社会人層のキャリア

アップを目的とした学びのプログラムを開設する等、

多様な学びを提供する。 

オープンカレッジしゅうなん及び周南市と共催の市民講

座は、地域に開かれた講座として引き続き開講する。また、

市民センター等をサテライトキャンパスとして活用する

オンライン公開講座を開始し、地域住民の新たな学びの機

会を提供する。その他、情報やスポーツをテーマとする履

修証明プログラムを開講し、リカレント教育、リスキリン

グの機会の充実を図る。 

●オープンカレッジしゅうなん及び周南市と共催の市民

講座は、地域に開かれた講座として開講した。 

●周南地域の自治体と連携し、オンライン公開講座を開講

した。 

●履修証明プログラムにおいて、新たに講座を開設し、リ

カレント教育、リスキリングの機会の充実を図った。 

３ 

 
  



 

中期目標 
地域社会の持続的発展に貢献するため、周南創生コンソーシアムを中心に産学官連携を深め、地域に必要とされる人材の輩出と定着につながる教育を行う。 

また、共同研究や受託研究を促進し、地域における産業振興と新産業の創出を図る。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

２ 産業界等との連携に関する目標を達成するための措置 

16 

地域に必要とされる人材の育成と輩出を進めるため、

地域企業との連携を強化し、学生の学びの場を創出す

るとともに、地域社会のニーズを収集できる仕組みを

構築し、改善に取り組む。 

地域に必要とされる人材の育成と輩出を推進するため、引

き続きパートナー企業数の増加を図る。地域社会の持続的

発展のため、若者の地域定着を促進する方策について周南

創生コンソーシアムで調査・議論し、その結果を今後の教

育内容につなげる取組を検討するとともに、企業説明会や

シンポジウム等を開催する。 

●地域に必要とされる人材の育成と輩出を推進するため、

パートナー企業数の増加を図った。 

●周南創生コンソーシアム会議において、学生へのヒアリ

ング内容に基づく分析結果を報告し、地域課題の解決に向

けた提言を行った。 

●周南創生コンソーシアムによる若者の就職・定住意識調

査の結果報告会を開催した。 

３ 

17 

地域の課題解決のため、周南創生コンソーシアム、パ

ートナー企業との連携の下に収集した課題と、大学が

持つリソースのマッチングを行う。 

パートナー企業をはじめとする地域団体（企業、自治体、

ＮＰＯ、保健機関等）と交流機会を増やし、社会的ニーズ

と各学部学科のリソースとを積極的にマッチングするこ

とで、新規の共同研究及び受託研究等の件数を増加させ

る。また、各学科に設置されているセンターを活用し、地

域団体等と連携して、社会課題の解決に取り組む。 

●企業や地域団体との交流機会を設け、新規の共同研究及

び受託研究等の件数を増加させた。 

●各種センターの取組として、地域団体等と連携し、研修

会等を開催した。 
４ 

 
  



 
 

中期目標 
高大連携に加えて、高等教育機関、総合支援学校、小中学校等と幅広く連携することで、地域の教育水準の向上や社会課題への理解と解決を進める。 

また、さまざまな連携を通して地域からの入学者の増加を図り、地域人材循環構造の構築につなげる。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

３ 教育機関との連携に関する目標を達成するための措置 

18 

地域の小中高等学校や総合支援学校、高等教育機関な

どと設立した教育コンソーシアムにおいて、大学の有

する教育研究リソースを活用し、地域の学びのサポー

トや現場教職員との合同研修等を実施することで、地

域の教育水準の向上やＳＤＧｓの推進など社会課題

の解決につなげる。 

地域における教育課題の解決及び教育水準の向上につな

げるため、地域共創教育コンソーシアムを活用し、周南圏

域の教育機関による講演会、研修会、公開講座等を実施す

る。 

●地域共創教育コンソーシアムを活用し、地域の教育機関

等の連携のもと、講演会、研修会及び公開講座等を実施し

た。 
３ 

19 

日本国内での先進的かつ多様な教育・研究体験を提供

するために、国内の高等教育機関と連携したプログラ

ムの提携を構築し、活用する。 

国内の高等教育機関との連携事業として、叡啓大学（広島

県）でゼミ間交流のプログラムの充実を図り、教職員や学

生の交流、教育研究活動における相互協力を推進する。ま

た大正大学（東京都）等の首都圏高等教育機関と連携した

教育プログラムを展開する。 

●叡啓大学との学生及び教員の交流として、アントレプレ

ナーシップ実習ブートキャンプ、公開講座兼 FD・SD 研

修を実施した。 

●首都圏の高等教育機関と連携した教育プログラムを展

開するため、令和８年度より開始予定である大正大学と準

備を行った。 

３ 

 
  



 

中期目標 

地域の企業や行政機関等との連携を図るための地域共創型インターンシップや地域ゼミなどを通した「地域を知り、地域への愛着を育み、地域の発展に貢献する教育」を全学

年を通じて行うことで、卒業生の地域への定着を促進する。 

また、地域での活躍の選択肢を拡大するために、教育を通したアントレプレナーシップの醸成や地域共創センターを介した起業支援などを行う。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

４ 地域への定着に関する目標を達成するための措置 

20 

地域への定着を促進する取組みとして、地域共創型イ

ンターンシップの拡充及び地域ゼミなどを通した周

南圏域（周南市・下松市・光市）の企業や機関と学生

との交流機会を、全学年を通じて拡大する。 

学生の地域定着を促進する取組として、パートナー企業を

中心とした企業研究会、企業等説明会を学部ごとに開催

し、企業、保健・医療機関等と学生の交流機会を全学年に

対して拡充する。また、「キャリア形成活動Ⅰ・Ⅱ」をは

じめ、地域ゼミや専門ゼミにおいて周南圏域での履修機会

を増やすとともに、長期インターンシップ受入企業の開拓

を進める。 

●地域への定着を促進する取組として、パートナー企業を

中心の企業研究会・説明会を開催した。また、１年次から

地域の企業を知る機会の創出として、１年生のみを対象と

したパートナー企業中心の企業交流会も開催した。 

●「キャリア形成活動Ⅰ・Ⅱ」を軸に、地域ゼミや専門ゼ

ミ等を通じて、学生の学びや経験の機会を創出した。 

●長期インターンシップにおける地域での受入企業数を

増加させた。 

 

３ 

21 

アントレプレナーシップの醸成を目的としたデザイ

ンシンキング・システムシンキング育成プログラム

（リテラシーレベル）の科目を総合教育の中で実施す

るとともに、経済経営学部では、専門レベルで課題解

決型アントレプレナーシップ教育を実施する。また、

地域共創センターを窓口として、周南創生コンソーシ

アム等と連携したメンター制度や、ファンディング等

の支援体制により、学生の起業に対するスタートアッ

プ支援を実施する。 

授業において、デザインシンキング・システムシンキング

の手法を用いた社会課題解決の実践教育を行うとともに、

地域企業や商工会議所と連携しての販売実習等を通じて、

学生のアントレプレナーシップを醸成する。また、包括連

携協定を締結した企業や地域企業、周南創生コンソーシア

ムと連携し、起業をするために必要なプロセスやファンデ

ィング等を学ぶ機会を提供するなどのスタートアップ支

援を行う。 

●ワークショップデザインⅠ・Ⅱ・Ⅲを通じて、社会課題

の解決に必要な能力・スキルを醸成した。●地域企業と連

携し、取引や販売活動に関わる実践経験の場を通じて、学

生のアントレプレナーシップを醸成した。 

●周南創生コンソーシアムや包括連携協定を締結してい

る企業と連携し、アントレプレナーの養成に係る講座やイ

ベントを実施した。 

●スタートアップ支援により、在学中に起業を実現した。 

３ 

 
  



中期目標 
地域での活動を通した学びの機会を提供するために、自治体、地域コミュニティ、地域のＮＰＯやボランティア団体などとの連携を図り、学生の主体的な活動機会を創出し支

援する。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和 7 年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

５ 地域における学生の活躍の場の創出に関する目標を達成するための措置 

22 

地域活性化を目指した活動を行う学生をサポートす

るため、地域のボランティア団体等の連携体制を構築

するとともに、学生が地域の活動に対して能動的に参

加できるよう地域活動の学内広報を推進する。 

地域のボランティア団体等の連携体制を構築するため、連

携先の検討を進めるとともに学生の学びにつながる活動

を提案する。引き続き、専門教員によるボランティア講座

や、学生相談員によるボランティア相談 Week を開催し、

学生のボランティア活動に関する理解を深め、地域活動へ

の参加を促す。スポーツ健康科学科では、令和６年度に引

き続きスポーツ庁や UNIVAS の事業と連関させ、周南市

の中学校部活動地域移行の取組に学生が協力・参加するこ

とを推進する。 

●地域のボランティア団体等と連携し、学生の学びにつな

がる講座を実施した。 

●ボランティア相談 Week 等の開催を通じて、学生の理解

促進及び参加意欲の向上につなげた。 

●スポーツ庁や UNIVAS の事業と連関させ、周南市と中

学校部活動の地域移行の取組について協議した。 

３ 

 
  



 

中期目標 
地域の持続的な発展につながるグローカル人材を育成するため、海外の大学や関連機関との連携を進めるとともに、連携を基盤とした優秀な留学生の受入れと日本人学生の

留学を促進する。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

６ 国際交流に関する目標を達成するための措置 

23 
グローバルな視点から地域の持続的な発展を考える

ことができるグローカル人材を育成するために、海外

の大学や機関との連携協定を締結する。 

引き続き、海外の大学や機関と新たな連携協定の締結を進

めるとともに、既に連携協定を締結した大学等とは、各学

部学科と連携し、積極的な交流活動を行う。 

●各学部学科と連携し、連携協定を締結している大学等と

の間で、学生の派遣・受入れや語学研修などを実施し、積

極的な交流活動を行った。 

4 

24 

本学及び地域の多様化やグローバル化に資するため

に、優秀な留学生の受入を促進する。また、地域社会

において高度人材として活躍できるキャリア支援を

行うとともに、卒業生、在学生をつなぐフォローアッ

プ体制の確立、留学生と日本人学生の混住型住居の整

備の検討など、留学生が安心して学び、卒業できる環

境を整備する。さらに、日本人学生のグローバル意識

の醸成を進めるため海外の連携協定締結先の大学や

機関への留学を拡大する。 

優秀な留学生の受入れにつなげるため、令和６年度に引き

続きさくらサイエンスプログラムに、令和７年度も応募す

る。短期留学コースにおいて、各学部学科の専門性を活か

した海外研修を実施する。また、留学先として、連携協定

校が実施するサマープログラム等を集約・紹介し、留学す

る学生数を増加させる。 

●さくらサイエンスプログラムに応募し、採択され、優秀

な留学生の受入れにつなげた。 

短期留学コースにおいて、各学部学科の専門性を活かした

海外研修を実施した。 

●連携協定校が実施するウィンタープログラム等の情報

を集約し、学生への情報提供を行い、留学する学生数を増

加させた。  

 

３ 

 
  



Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

中期目標 

理事長（学長）主導のもと、ガバナンスを強化し、教職員が大学のビジョンやミッションを共有しながら、不断の業務改善や戦略的かつ機能連携の高い組織体制の構築に取り

組む。また、理事会等での外部委員の登用、周南市議会や公立大学法人評価委員会からの意見や評価の反映などを積極的に進めるとともに、監事による内部統制を強化し、透

明性と健全性を十分に確保した組織運営を図る。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 

評価 １ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置 

(１)業務執行体制の強化に関する目標を達成するための措置 

25 

管理部門組織及びその業務内容、委員会組織及びその

在り方を毎年点検し、その結果を踏まえて業務改善や

組織再編を行うことにより、機能連携の高い組織体制

を構築する。 

学内組織においては、事業規模や業務量が段階的に増加す

るなかでも、効率的で効果的な業務執行体制となるよう業

務内容等を点検し、その結果をもとに業務改善や組織再編

を進める。また、各会議体について整理するとともに、法

人の意思決定ルートを明確にし、円滑かつ迅速な法人運営

につなげる。 

●効率的かつ効果的な業務執行体制の構築に向け、業務内

容を点検した上で係制を導入した。 

●法人の意思決定の明確化を図るため、学内規程等の階層

及び審議先を確定し、運用した。 
３ 

26 

理事会や経営審議会等について、経営に関する重要事

項が適切に審議される会議運営を行う。また、外部委

員等からの意見や評価を法人運営に適切に反映する。 

法人経営に関する事項については、理事会や経営審議会で

適切に議決・審議される会議運営とする。また、外部委員

からの意見や提案を積極的に取り入れ、業務の効率化や改

善につなげるとともに、進捗状況や結果を適切に報告す

る。 

●外部委員からの意見等について、業務運営の改善につな

がるものは適切に対応し、その状況を次回以降の会議にお

いて報告した。 ３ 

27 

監事が教育研究や社会貢献の状況及び大学のガバナ

ンス体制等についても適正に監査が行えるよう支援

する。また、役員や幹部教職員及び一般教職員に対す

る内部統制に関する研修会を定期的に実施し、内部統

制システムの理解と意識向上を図る。 

監事が教育研究や社会貢献の状況、大学のガバナンス体制

等について適正に監査を行えるよう内部監査の方針及び

実施状況を共有するとともに、職員が適切な資料提供・説

明を行う。また、役職員に対する内部統制に関する研修会

を実施し、内部統制に関する理解と意識の向上を図る。 

●教育研究や社会貢献の状況、大学のガバナンス体制等に

ついて適正に監査を行えるよう、監事への報告を適宜行っ

た。 

●内部統制に関する研修会を実施した。 

 

３ 

  



中期目標 
市民や地域の企業・団体等からの意見や提案などが大学運営に反映されるよう、教育研究成果等についてステークホルダーに積極的な情報発信を行うとともに、双方向の対話

を通じて大学に対する理解と支持を得る。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

(２)開かれた大学づくりの推進に関する目標を達成するための措置 

28 

大学の教育研究活動を広く発信するとともに、市民か

らの意見を収集、学内での改善を進められる体制を構

築する。 

大学の教育研究活動等については、「研究者データベース」

を導入し、ホームページとの連携により、最新研究者情報

を広く発信する取組を開始する。リニューアルしたホーム

ページの充実を図るとともに、ステークホルダーごとに適

切な媒体を活用した情報発信を行う。企業交流会や地域貢

献活動等の機会を活用して、地域の企業や住民の意見・要

望を収集し、今後の大学運営に活かす。 

●「研究者データベース」を導入し、運用を開始した。 

●リニューアルしたホームページを活用し、さまざまなス

テークホルダーから寄せられる意見の受付体制を整備し

た。 

●企業交流会や地域貢献活動等の機会を活用し、地域の企

業や住民の意見・要望を収集するとともに、大学運営の改

善に活かした。 

３ 

中期目標 
社会の要請や地域の特性、受験生のニーズなどを踏まえ、学部・学科の新設及び改編を含めた適切な教育研究組織体制への見直しを行う。 

また、地域産業界への高度人材の輩出や研究力の強化・高度化を図るため、大学院設置の検討を行う。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置 

29 

令和６年度開設の新学部学科の計画的な運営と教育

研究の充実を図る。また、地域産業界への高度人材の

輩出や研究力強化の基盤構築と次世代の研究者育成

のために、各学科において大学院設置の検討を行う。 

各学部学科においてカリキュラムを着実に実施し、計画的

な運営を行うとともに、課題が発見された場合は早期に解

決を図るなど教育研究の充実を図る。令和８年 ４月の情

報科学専門職大学院設置に向け、カリキュラムとコンテン

ツの整備、体制の構築等必要な準備を着実に行う。人間健

康科学部においては、大学院設置認可申請準備のための事

前調査や学部内での調整協議など、大学院設置の検討を進

める。 

●各学部学科においてカリキュラムを着実に実施し、計画

的な運営を行った。 

●令和８年度開設予定の情報科学研究科について、認可申

請が完了するとともに、カリキュラム及びコンテンツの整

備、体制の構築等を完了した。 

●人間健康科学部の研究科構想について、大学院設置の検

討を行った。 

３ 

  



中期目標 
優秀な教職員の計画的な採用や多様な雇用形態の確立とともに、能力や実績等に基づき、透明性が確保された人事評価によって適切な処遇、配置を行い、人事の適正化を図

る。また、公立大学の教職員としての自覚、資質や意欲、能力の向上を図るために、学内における定期的なＦＤ※９やＳＤ※10 等各種研修や学外での研修を実施する。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 年度計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

３ 人事の適正化と人材育成に関する目標を達成するための措置 

30 

教職員採用計画に基づき、職員については大学運営に

関する適性、基礎的能力及び専門的能力の高い人材、

教員については教育研究業績の優れた人材を計画的

に採用するとともに、裁量労働制やクロスアポイント

メント制度など多様な雇用形態の活用と適切な運用

を行う。また、能力や実績等に基づき、透明性が確保

された人事評価制度によって適切な処遇、配置を行

い、人事の適正化を図る。 

人事計画に基づき、必要な教職員の採用を行う。令和６年

度に導入した教員人事評価については、各学科の特性を考

慮した人事評価制度を、より客観的で公平な制度となるよ

う適宜検討・見直しを図る。また、令和６年度に改めた職

員の人事評価については、より適切な運用及び処遇への活

用ができるよう継続的に改善を図る。 

●人事計画に基づき、必要な教職員の採用を計画的に進め

た。 

●各学科の特性を考慮した教員人事評価制度（OKR）につ

いて、定量的に評価可能な項目において評価を実施した。 

●職員について、刷新した評価制度に基づく運用を行っ

た。 

３ 

31 

教職員が地域と大学、地域と世界を繋げ、地域を活性

化させられるよう な人材として成長できるようにＦ

Ｄ・ＳＤ研修を定期的に実施する。また、教職員の専

門性に即した研修、資格を支援する制度を創設する。 

教職員の人材育成を進めることにより、地域の活性化につ

なげるため、引き続き、定期的なＦＤ・ＳＤ研修を実施す

る。また、教職員のスキルアップに関する意識啓発を行う

とともに、外部の研修参加及び資格取得補助制度の創設

等、各人が自らスキルアップを目指す環境づくりを行う。 

●教職員の人材育成を推進し、地域の活性化につなげるこ

とを目的として、定期的な研修を実施した。 

●自らスキルアップを目指す環境づくりとして、自己啓発

支援制度の設計を行った。 

 

３ 

中期目標 デジタル技術の導入や外部委託の活用などを図り、費用に対する効果を常に意識し、効率的かつ合理的に事務組織の運営を行う。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

4 事務の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置 

32 

費用対効果を検証した上で、デジタル技術の活用やア

ウトソーシングの活用を進めることで、事務の効率

化、合理化、省力化を実現し、人的リソースを企画力、

構想力を必要とする、より戦略的な業務に注力する。 

導入済みの情報システム及び外部委託について費用対効

果を検証し、必要に応じて見直す。デジタル技術を活用し、

引き続きペーパーレス化を推進するとともに、事務の効率

化、合理化、省力化を図る。 

●外部委託や既存システムについて、費用対効果の観点か

ら調達方法の見直し及び改善に向けた検討を行い、方針を

決定した。 

●導入済みの情報システムの効果検証により把握した課

題を踏まえ、既存システムである Manage を継続して使用

し、ペーパーレス化を促進した。 

３ 



Ⅳ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

中期目標 
公的資金を財源とする運営費交付金が市から交付されていることを十分に認識し、安定的な大学運営を行い、中長期的な視点に立って常に経営改革を推進す 

る。また、教育水準の維持向上に配慮しながら、真に必要な業務の精査や業務経費の効率化を図る。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

１ 安定的な経営確保及び経費の抑制に関する目標を達成するための措置 

33 

教育研究・社会貢献水準の維持向上に配慮しながら、

毎年経費区分ごとに財務分析を行った上で必要な業

務と不要な業務を洗い出し、業務経費の効率化を図

る。 

段階的に事業費が増大するなか、安定的かつ効率的な大学

運営と教育研究及び社会貢献の質の維持向上とが両立で

きるよう、財務分析により必要な事業と不要な事業につい

て洗い出し、その結果を予算編成に反映する。 

●大学運営の必須経費を洗い出し、各部署への配分経費を

算出した上で予算を作成するとともに、各部署の執行状況

を整理するなど、業務経費の効率化を図った。 

●大学の財政状況について財務レポートを作成した。 

３ 

中期目標 
志願者を増加させ入学定員を確保するほか、共同・受託研究収入や各種補助金等の競争的外部資金の獲得、地域内外からの寄附金の増加に向けた戦略的な取組を推進し、自己

財源の充実を図る。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

2 自己収入の増加に関する目標を達成するための措置 

34 

ホームページ上やＳＮＳでの発信、定期的な高校訪問

や全国各地での説明会の実施、多様な入試形態の設定

などで本学の魅力を周知することにより、志願者を増

加させ入学定員を確保し、授業料等の安定した自己収

入を得る。 

入学志願倍率の維持向上のため、ホームページ及びＳＮＳ

上における入試情報の発信や各地での説明会の開催によ

り本学の魅力を広く周知する。また、県内をはじめ、中国・

四国地方、九州地方への高校訪問を強化し、入学志願者の

増加につなげる。 

●ホームページ及びＳＮＳ上における入試情報の発信や

各地での説明会の開催により本学の魅力を広く周知する

とともに、高校訪問を強化し、入学志願倍率及び入学志願

者数を維持した。 

4 

35 

市民や企業に向けた文化・健康増進等を中心とした公開講

座、社会人層 のキャリアアップを目的としたプログラムな

どの魅力的な事業を実施し、大学が持つリソースの認知度向

上につなげる。この取組みにより、地域の企業等との共同研

究及び受託研究を増やすとともに、各種補助金等の競争的外

部資金の獲得に戦略的に取り組む。また、学生の修学支援や

多様な地域連携活動などを通じて、地域の活性化に寄与する

ことを目的とした「周南公立大学基金（通称：周南みらい基

金）」の充実を図る。 

令和６年度に引き続き市民向けの公開講座を開催する。ま

た、新たにオンライン公開講座を、包括協定を締結してい

る自治体等で開講する。学内において産学連携に関する情

報共有を促進するとともに、パートナー企業を中心に、学

内の教育研究リソースの認知度向上を図り、外部資金の獲

得につなげる。周南みらい基金においては、制度の積極的

な周知を行うとともに、他大学等を参考にしながら、新た

な寄附者の獲得につながる取組を検討し、充実を図る。 

●学内の教育研究リソースの認知度向上を図った結果、外

部資金の獲得につなげた。 

●市民向けの公開講座を開催するとともに、包括協定を締

結している自治体等で新たにオンライン公開講座を開講

した。 

●個人寄附者獲得のため、周南みらい基金において税額控

除の適用及び返礼品制度の導入を行った。 

 

4 



 

中期目標 安全・安定的な大学運営に資する資産管理を行うとともに、大学の教育研究活動に支障のない範囲で大学施設の開放を行うなど、資産を有効に活用する。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

３ 資産の管理及び運用に関する目標を達成するための措置 

36 

教育研究活動が日々安全・安定的に継続するよう大学

施設の定期点検を実施し、補修箇所の早期把握と実施

等、大学が管理する施設の安全・安定的な維持を行う。

なお、教育研究活動に支障のない範囲で地域に開かれ

た大学として、積極的に大学施設を開放する。また、

土地建物の有効活用のため利活用状況の調査点検を

毎年度実施する。 

施設の定期点検により補修箇所の早期把握に努め、できる

だけ速やかに対応する。把握した情報により修繕計画を更

新し、計画的な修繕を行う。また、新たな施設の貸出やネ

ーミングライツの導入により、大学施設の地域開放を促進

し、利用件数を増やすとともに、利活用状況を調査点検し、

令和８年度以降の利活用方針見直しにつなげる。 

●定期点検を実施し、図書館の空調更新、時計台周辺のア

スファルト補修、5 号館及び 6 号館の外壁補修等の修繕を

行った。 

●大学施設の利活用状況について調査・点検を実施した。 

●ネーミングライツに関する基本方針、基準及び要綱を整

備中。 

３ 

 
 
Ⅴ 自己点検、評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための措置  

中期目標 
教育研究活動や組織運営についてＰＤＣＡサイクル※11 に基づいた自己点検・評価体制を整備し、定期的に実施するとともに、公立大学法人評価委員会による評価も踏まえ、

継続的に業務の改善に取り組む。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

１ 自己点検・評価に関する目標を達成するための措置 

37 

大学のミッション・ビジョンの実現に向け、全学的な

内部質保証体制に基づき、自己点検・評価を実施する。

また、自己点検・評価結果や公立大学法人評価委員会

による評価結果、認証評価結果を踏まえ、業務の改善

を図る。 

中期目標の達成に向け、事業計画に掲げる事業について、

自己点検・評価を行い、その結果を踏まえて、事業の見直

しや改善を進める。 

●四半期ごとに自己点検・評価を実施し、業務改善及び内

部質保証に取り組んだ。 

３ 

  



中期目標 
大学運営の透明性を確保するため、中期計画、財務諸表及び自己点検・評価結果など法令により公表が義務付けられている事項はもとより、教育研究活動や地域貢献活動など

について、様々な媒体を活用し、積極的かつ速やかな情報公開を行う。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

38 

法令等により公開が義務付けられている情報のみな

らず、大学運営の透明性を確保するために、教育研究

活動や地域貢献活動等について、ホームページや各種

ＳＮＳ及び大学案内等の刊行物を通じて積極的に発

信を行う。また、あらゆる大学の情報を社会に提供す

るために、活動状況をデータブックとして公開する。 

ホームページ、広報誌、ＳＮＳなど多様な媒体を積極的に

活用して、本学の教育研究活動や地域貢献活動について広

く情報発信を行う。また、大学に関する情報をまとめたデ

ータブックや大学概要を発行する。 

●ホームページ、広報誌、ＳＮＳ等の媒体を活用し、情報

発信を行った。 

●大学に関する情報をまとめたデータブックを発行した。 

●本学の教育研究活動や地域貢献活動について広く情報

発信するために、新たなツールとして LINE を導入した。 

 

３ 

 
 
Ⅵ その他業務運営に関する重要事項を達成するための措置 

中期目標 

施設の長寿命化を図るとともに、将来的な施設整備・更新のための総合的な計画を作成し、その進捗を図る。 

また、快適な教育研究環境を保持するため、施設設備について利用状況を把握し、有効活用を図るとともに、省エネルギー化やユニバーサルデザインに配 

慮した適切な維持管理を実施する。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

１ 施設設備の整備・管理に関する目標を達成するための措置 

39 

施設整備マスタープランを基本としたインフラ長寿

命化計画の個別施設整備計画を令和６年度中に策定

し、省エネルギー化に資する設備対策やユニバーサル

デザインに配慮した計画的な施設整備及び維持管理

を行う。 

新たな教育研究活動、省エネルギー化、ユニバーサルデザ

イン等の課題へ対応した施設整備マスタープランを策定

する。 

●次年度以降の計画策定に向け、協議を継続していくこと

とした。 

2 

  



中期目標 
関係法令を踏まえ、学内の安全で衛生的な環境を確保するとともに、災害等の緊急時のリスク管理や個人情報の保護などの情報セキュリティ管理を適切に行 

う。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

40 

大学において発生することが予想される災害等に関

するリスクマネジメントを適切に行うため、毎年、防

火・防災訓練、安否確認訓練等を実施し、これらの実

施方法や関連マニュアル等の見直しを常時行う。 

災害等に対するリスクマネジメントとして、計画的に、防

火・防災訓練、救命救急講習、安否確認訓練を実施し、そ

の結果を踏まえ、必要に応じて実施方法や関連マニュアル

等を見直す。 

●計画的どおりに、防火・防災訓練、救命救急講習及び安

否確認訓練を実施するとともに、実施方法や関連マニュア

ル等の見直しを行った。 
３ 

41 

個人情報の不正利用や漏洩が発生することのないよ

う厳重に管理する。また、情報の毀損リスク管理のた

め、重要度の高い情報からバックアップの多重化を図

る。 

個人情報の不正利用及び漏洩防止に徹底的に取り組む。ま

た、重要度の高い学内の情報については、バックアップの

多重化を進め、情報の毀損リスクを減少させる。 

●個人情報ファイル簿の更新及び情報システムセキュリ

ティ研修を実施した。 

●令和９年度に向けて、バックアップの多重化を進めるた

めの準備を実施した。 

３ 

中期目標 

法令や社会の規範、学内の諸規程の遵守並びに研究費等の適正な管理など、教職員や学生一人ひとりがコンプライアンスに対する意識を高めるとともに、その啓発活動にも

継続的に取り組む。また、人権や多様性が尊重され、持続可能な社会の実現に貢献するため、ダイバーシティ＆インクルージョンやＳＤＧｓの取組について地域とともに積極

的に推進する。 

No 中期計画（令和６年２月変更後） 令和７年度 事業計画 自己点検・評価（実施状況等） 
評価 

３ 法令遵守及び社会的責任に関する目標を達成するための措置 

42 
教職員及び学生に法令や社会の規範、学内の諸規程の

遵守、教育研究倫理及び研究費等の適正な管理のため

に、研修を毎年実施する。 

教職員及び学生に対して、法令や学内規程の遵守、教育研

究倫理、研究費の適正な管理等必要なコンプライアンスに

ついて意識啓発を進めるとともに、研修を実施する。 

●利益相反 FD･SD 研修を実施した。  

●コンプライアンス通信を計４回配信した。 ３ 

43 

周南圏域（周南市・下松市・光市）におけるダイバー

シティ＆インクルージョンや地域の成長エンジンと

して推進すべきＳＤＧｓのターゲットを定め、継続的

に取り組む。 

周南総合支援学校、徳山工業高等専門学校、久米地区社会

福祉協議会及び本学による４者連携をもとに、ダイバーシ

ティ＆インクルージョン学び月間での連携事業を継続す

る。また、ＳＤＧｓアンバサダーが立ち上げた「周南公立

大学松下村塾プロジェクト」や「徳山中央ライオンズクラ

ブ周南公立大学支部」を中心に、地域でと連携してＳＤＧ

ｓ活動を促進する。 

●４者連携のもと、ダイバーシティ＆インクルージョン学

び月間における連携事業を継続して実施した。 

●地域と連携し、ＳＤＧｓへの取組を実施した。 

３ 




